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１ 中期目標期間（平成１９年度～平成２３年度）の業務実績について 

 

（１）評価の視点 

独立行政法人労働政策研究・研修機構（以下「機構」という。）は、特殊法人日本

労働研究機構が、厚生労働省の施設等機関であった労働研修所と統合され、平成１５

年１０月に新たに独立行政法人として発足したものである。 

機構の第２期中期目標においては、厚生労働省の労働政策の企画立案及び推進に資

する質の高い労働政策研究及び労働行政職員研修をより一層効果的かつ効率的に実

施する観点から、労働政策研究事業の重点化等を実施することとした。 

このため、機構の業務実績の評価に当たっては、業務の効率化を図りながら研究体

制の改革を行った結果、機構の業務が、我が国の労働政策の立案及びその効果的かつ

効率的な推進に寄与し、労働者の福祉の増進と経済の発展に資するものになったかと

いう視点を中心に評価を行うものとする。 

本評価は、中期目標期間終了後に、中期目標期間全体に係る業務実績の評価を実施

するものである。 

当委員会では、「厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の基準」（平

成１３年６月厚生労働省独立行政法人評価委員会決定）等に基づき、各年度の業務実

績の評価において示した課題等のほか、「独立行政法人の業務の実績に関する評価の

視点」（平成２１年３月３０日総務省政策評価・独立行政法人評価委員会）等も踏ま

え、最終評価を実施した。 

 

（２）中期目標期間の業務実績全般の評価 

当委員会では、上記（１）の視点から、機構の業務実績の評価を行ってきたところ

であるが、中期目標期間全般については、次のとおり、適正に業務を実施してきたと

評価できる。 

 

① 業務運営の効率化について 

  業務運営全般の効率化のため、省資源・省エネ対策による光熱水費等の削減、随

意契約から競争性のある契約への見直し、一者応札・一者応募に係る改善の推進、

情報通信技術の活用や外部委託等業務処理の効率化による経費の削減、役職員の給

与の見直し等の取組を行い、平成２３年度予算においては、一般管理費、業務経費、

人件費のすべてについて、中期目標・中期計画における削減の目標値を達成し、特

に、業務経費については目標値（△２５％）を大幅に上回る３６．７％（平成１８

年度予算比）の削減を実現したことは評価できる。 

 

② 業務の質の向上について 

労働政策研究については、労働政策の立案に資するという観点から、研究テーマ

の選定に当たって、厚生労働省や労使関係者等のニーズや意見を十分に踏まえると

ともに、研究の実施過程においても厚生労働省等との連携を図りながら、研究を実

施した結果、①外部評価において高い評価（Ａ（優秀）以上）を受けた研究成果の
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割合、②研究成果の行政の白書、審議会・研究会等の報告書、専門図書等での引用

件数などにおいて、中期計画等における数値目標や第１期の実績を大きく上回る成

果を上げるなど、質・量ともに高い成果を上げるとともに、その成果は労働政策の

立案等に大きく貢献している。 

労働行政担当職員その他の関係者に対する研修については、毎年度、約３，００

０人の研修生に対し、７５コース程度の研修を実施しており、厚生労働省の要請や

研修生の評価・要望等を踏まえ、研修コースの新設・科目の見直し等により、研修

内容の充実等を図った結果、中期目標・中期計画における数値目標を大きく上回る

高い評価を研修生から得るなど、労働行政の効率的・効果的な推進に寄与する質の

高い研修を実施している。 

労働事情等に関する情報収集・整理、研究者等の海外からの招へい・海外派遣、

労働政策研究等の成果の普及・政策提言についても、中期計画等における数値目標

を上回る成果を上げるなど、機構に課せられた目的や中期目標・中期計画の内容等

を踏まえ、適切に実施している。 

このほか、機構においては、緊急調査や機構理事長と厚生労働省政策統括官との

定期協議の新設、研究や研修に係る新たな評価制度の試行実施など、業務の質の向

上に資する新たな取組を積極的に実施している。 

 

これらを踏まえると、平成１９年度から平成２３年度までの５年間の機構の業務実

績については、中期目標・中期計画における数値目標を上回る業務運営の効率化を実

現するとともに、中期目標・中期計画における数値目標や第１期の実績を上回る高い

成果を上げ、労働政策の立案及びその効果的かつ効率的な推進に大きく寄与している

ものと言えることから、高く評価できる。 

 

なお、中期目標に沿った具体的な評価結果の概要については、２のとおりであり、

また、個別項目に関する評価結果については、別紙として添付した。 

 

 

２ 具体的な評価内容 

 

（１）業務運営の効率化について 

   節電、節水などの省エネルギー対策及びペーパーレス化の推進を図った結果、光熱

水料については、猛暑の影響があり、ほぼ前年度並みだった平成２２年度を除き、平

成２１年度まで法人設立以来７年連続で対前年度比マイナスを達成するとともに、利

用用紙については、法人設立以来９年連続で対前年度比マイナスを達成するなどの成

果を上げている。 

なお、平成２３年度には、政府の節電目標を大幅に上回る数値目標を達成するとと

もに、夏季の節電実行期間にとどまらず節電に努めた。 

   また、契約の透明性・公平性を高めるとともに、経費の節減を図るため、監事及び

外部有識者によって構成される契約監視委員会を設置するなど、競争性のない随意契

約の見直しを徹底した結果、入札基準額以上の契約における一般競争入札等の比率は
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毎年度増加（平成２３年度は７７．６％）し、「独立行政法人の契約状況の点検・見

直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）に基づき策定した「随意契約等

見直し計画」の目標を達成している。 

   一般管理費、業務経費及び人件費の削減については、上記の取組による経費の節減

のほか、情報通信技術の活用や外部委託等業務処理の効率化による経費の節減、役職

員給与の見直し等の取組を行い、平成２３年度予算においては、一般管理費、業務経

費、人件費のすべてについて中期目標・中期計画における目標値を達成し、特に、業

務経費については目標値（△２５％）を大幅に上回る３６．７％（平成１８年度予算

比）の削減を実現したことは評価できる。 

 

（２）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上について 

① 労働政策研究 

労働政策研究については、中期目標に定められた中長期的な労働政策の課題に対

応する６つのテーマに沿って実施するプロジェクト研究と厚生労働省からの要請

に基づき実施する課題研究を実施（平成１９年度から平成２３年度までにプロジェ

クト研究及び課題研究を合わせて合計１４９テーマ実施）するとともに、平成２２

年度からは、喫緊の政策課題により機動的に対応することを目的として、厚生労働

省の調査ニーズを四半期ごとに把握し、短期間（３か月程度）で調査を実施する緊

急調査の枠組みを新たに整備し、積極的に実施している（平成２３年度は８テーマ

実施）。 

労働政策の立案に資するという観点から、研究テーマについては、機構役員等と

厚生労働省政策統括官等との意見交換の場（ハイレベル会合）や労使懇談会等を通

じて得た同省や労使関係者等のニーズや意見を十分に踏まえて選定するとともに、

研究の実施過程においても、同省と意見交換を行うなど、同省や労使関係者と連携

を図りながら、各研究を適切に推進している。また、厚生労働省との連携を強化す

る観点から、平成２２年度より機構理事長と同省政策統括官との定期協議を開催す

るとともに、研究テーマごとの同省の担当者の登録制を新たに導入することとし、

平成２４年度に予定する全ての研究テーマについて、政策課題の把握と研究テーマ

への反映のための意見交換を実施した。 

研究成果のとりまとめに当たっては、内部研究者によるピアレビュー・内部評価、

外部専門家による外部評価等の研究評価制度を整備し、重層的かつ厳格な研究評価

を行うなど、研究水準の向上のための取組を適切に実施している。 

こうした取組の結果、外部評価において政策的視点等から高い評価（Ａ（優秀）

以上）を受けた研究成果の割合は、平成１９年度から平成２３年度まで５年連続で

中期目標・中期計画における数値目標（２／３以上）を上回っている（５年間の合

計で８２．０％）ほか、研究成果が行政の白書、審議会・研究会の報告書、専門図

書等で引用された件数は、平成１９年度から平成２３年度までの平均で年５５８件

と第１期中期目標期間の実績（年平均３８３件）を大幅に上回っており、機構の研

究成果は労働政策の立案等に幅広く活用されている。 

以上のとおり、厚生労働省や労使関係者のニーズや意見を十分に踏まえながら、

労働政策の立案等に資する労働政策研究を機動的に実施した結果、質・量ともに中
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期目標・中期計画の数値目標や第１期の実績を上回る高い成果を上げるとともに、

その研究成果が労働政策の立案等に幅広く活用されていることは高く評価できる。 

なお、機構においては、研究評価をさらに的確に実施するため、研究テーマごと

の事前・中間・事後における新たな評価制度を試行的に実施し、その結果を踏まえ、

平成２３年度には、平成２４年度の研究テーマごとに事前評価を実施したところで

あり、当委員会としては、研究のさらなる効率的・効果的な推進に資する評価の実

施が徹底されることを期待する。 

 

② 労働行政担当職員その他の関係者に対する研修 

労働行政担当職員等に対する研修については、毎年度、約３，０００人の研修生

に対し、７５コース程度の研修を実施している。 

厚生労働省の要請や研修生の評価・要望等を踏まえ、研修コースの新設・科目の

見直し等を行うことにより、研修内容の充実を図るとともに、研究員の研修講師へ

の参画やイブニングセッションの開催等を積極的に実施し、研修部門と研究部門の

一層の連携を図った結果、研修生に対するアンケート調査において、研修が「有意

義だった」との評価を得た割合は、平成１９年度から平成２３年度までのすべての

年度で中期目標・中期計画における数値目標（８５％以上）を大きく上回っており

（５年間の平均で９７．４％）、研修生から高い評価を得る質の高い研修を実施し

ていることは評価できる。 

なお、機構においては、平成２１年度の業務実績に係る当委員会における指摘を

踏まえ、研修終了後一定期間経過した時点における実際の業務運営での研修効果の

測定を平成２２年度から試行的に実施しているところであるが、今後、試行結果を

踏まえ、研修実施後における実際の職場での研修効果測定のための適切な仕組みが

構築されることを期待する。 

 

③ 労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 

厚生労働省の要請を踏まえるとともに、政策研究の基盤を整備するため、国内外

の労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理を、アンケート調査やヒアリング

調査等を有機的に組み合わせて、効果的・機動的に行っており、情報収集等の成果

の行政の審議会・研究会の資料、白書等への引用件数は、平成１９年度から平成２

３年度までのすべての年度で中期計画・年度計画における数値目標（年度ごとに１

００件以上）を上回るなど、高い成果を上げている。 

また、収集・整理した各種統計データについては、行政の審議会・研究会、白書

等に引用されるとともに、ホームページの統計情報等へのアクセス件数が平成２３

年度には第１期の実績（年平均６０万件）を大きく上回る１１６万件以上となるな

ど、労働政策の立案等に貢献するとともに、国民に幅広く活用されており、評価で

きる。 

今後においても、高成長下にあるアジア諸国や BRICS なども含めた情報収集の強

化を図るなど、より一層情報の収集・整理の在り方を工夫し、政策立案や他の研究

機関の研究等に貢献していくことを期待する。 
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④ 研究者・有識者の海外からの招へい・海外派遣 

研究者等の招へい・派遣については、労働政策研究との関連をより重視して対象

者を厳選した結果、いずれの年度についても、中期計画・年度計画に沿って適切に

実施されている。 

また、これらの事業については、すべての年度の招へいした研究者等が機構のプ

ロジェクト研究の推進に大きく貢献するなど、機構内外の研究活動に貢献し、機構

の研究目的に沿った成果を上げており、評価できる。 

その一方、当委員会において、機構が行う労働政策研究等に資する観点から、海

外の研究者等との連携をさらに強化すべきとの意見があったことから、引き続き、

対象者の厳選や効果の検証を行いつつ、研究者の招へい等が機構の目的にとってよ

り有効なものとして行われるよう、その在り方について工夫していく必要がある。 

 

⑤ 労働政策研究等の成果の普及・政策提言 

労働政策研究等の成果の普及・政策提言については、ホームページ、ニュースレ

ター、メールマガジン、労働政策フォーラムの開催等を通じて効果的かつ効率的に

実施しており、特に、ニュースレター、労働政策フォーラム等における時宜を得た

特集・テーマの設定や、ホームページの内容の充実・利用者の利便性向上を図るた

めの改善、労働政策フォーラムの動画配信、外部情報データベースへのニュースレ

ターの記事の提供など、成果の普及・政策提言を、国民各層に幅広く実施するため

の取組を積極的に実施している。 

この結果、ホームページへのアクセス件数（約２，８８６万ページビュー（平成

２３年度））やメールマガジンの読者数（３０，０４１人（同前））は毎年度増加し

ているとともに、ニュースレター、メールマガジンの読者や労働政策フォーラムの

参加者に対するアンケート調査において、それらの事業が「有益」との評価を得た

割合が平成１９年度から平成２３年度までのすべての年度で中期目標・中期計画に

おける数値目標（８０％以上から「有益」との評価を得る。）を上回る高い成果を

上げており、また、平成２３年度からは、厚生労働省幹部等との研究報告会を開催

するなど、評価できる。 

今後においても、成果の普及・政策提言がさらに幅広い層の国民を対象に行われ

るよう、事業の実施方法等についてさらに工夫がなされることを期待する。 

 

（３）財務内容の改善等及び人事に関する計画について 

予算、収支計画、資金計画等については、省資源・省エネ対策の推進、随意契約か

ら競争性のある契約への見直し、情報通信技術の活用や外部委託等業務処理の効率化

による経費の節減、役職員給与の見直し等の取組を行った結果、平成２３年度におい

ては、平成１８年度と比較して、運営費交付金全体で２２．２％の削減を実現するな

ど、中期目標・中期計画等を踏まえ、適正な取組がなされていることは評価できる。 

人事に関する計画については、管理部門の合理化などにより、中期計画に定めた目

標（△１９人）を上回る人員の削減を実現する一方、任期付研究員を採用し、「政策

研究会」への積極的な参加を促すなどにより、その研究能力の向上を図った結果、任

期付研究員全員（３人）の研究が外部評価で優秀（Ａ評価）を受けるなど、優秀な人
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材の確保・育成に向けた取組を推進し、研究の質の確保を図っていることは評価でき

る。 

なお、人員の抑制が継続される中で、引き続き、職員の士気を維持し、能力・活力

を高めるための工夫を行うことが望ましい。 

また、国家公務員の給与水準を１００とした場合の機構職員の給与水準は、年齢差、

地域差及び学歴差を調整した後の指数が、事務職員については、平成２３年度におい

て１０１．３となっており、平成２４年度には、概ね１００とするよう改善を図るこ

ととしていることから、職員のモラール低下を来さぬよう、マネジメントに留意しつ

つ、この目標の実現に向けたさらなる努力をすることを期待する。 

このほか、機構においては、理事長のリーダーシップの下に、全役員と部長以上の

全職員から構成される経営会議を設け、重要事項の協議・伝達を行うとともに、コン

プライアンス研修の計画的な実施などにより、職員の服務規律やコンプライアンスの

厳格化を図るなど、内部統制の強化に取り組んでいるほか、厚生会（互助組織）への

支出の全廃、健康保険料の労使負担割合の労使折半への見直しなどの取組を行ってお

り、評価できる。 

 

（４）総務省政策評価・独立行政法人評価委員会による個別の指摘について 

同委員会による個別の指摘に対する対応については、平成２２年度政・独委２次意

見における労働大学校の宿泊施設の利用率が低調であるとの指摘を踏まえ、労働大学

校の宿泊施設の有効活用を図るため、労働行政担当職員以外を対象とした研修や東日

本大震災で被災した地域の学生等の就職活動のための宿泊への活用など、労働大学校

の宿泊施設等の利用率向上に向けた具体的な取組を行うなど、適切に対応していると

評価できる。 

 

（５）事務・事業の見直し等 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決

定）において、「平成２２年度中に実施」とされた霞ヶ関事務所の廃止については、

平成２２年１２月に措置済みである。 

「平成２３年度から実施」又は「平成２３年度以降実施」とされた事項についても、

総合的職業情報データベース（キャリアマトリックス）、高校生への就職関係副読本

及び労働関係図書・論文表彰の賞金については平成２２年度中に廃止するとともに、

労働大学校で実施している研修のうち、都道府県労働局で実施可能な研修を平成２３

年４月から都道府県労働局に移管し、規模の縮減を図るなど、基本方針等を踏まえ、

事務事業の見直し等を適切に実施しており、評価できる。 

なお、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１月２０日

閣議決定）において、機構が独立行政法人労働安全衛生総合研究所と統合し、成果目

標達成法人とすることとされたことを踏まえ、労働大学校の国への移管については、

統合と併せて実施することとしていることから、今後、当委員会としても、引き続き、

その検討状況や検討結果について注視していく。 

 


